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大学政治経済学部『政経論叢』第 78 巻第 3・
4 号）は、持続的に高い出生率を維持して
いる奄美大島における子育ての実態を、フ
ィールド調査から分析している。それによ
ると、当地域では子育ての負担を親のみに
負わせず、家族・地域・公共機関が連帯し
支えあって子育てに参画する志向が強く、
そのことが高い出生率と密接に関連してい
ることを明らかにしている。 
上記のような事例研究を見ていくと、地
域コミュニティの持続的な活性化のために
必要な共通要素として、地域づくり、町お
こし、あるいは人材育成といった生活の諸
側面において、住民の主体的な参画が存在
することがわかる。また、しばしばそうし 
 
た参画・協働の実現に向けた触媒として、
自治体等の公的セクターが効果的に関与し
ていることが伺える。 
今回は主として中山間地域における地域
コミュニティ活性化に焦点を当てた研究を
見てきたが、実はこのような参画・協働に
よる地域コミュニティ活性化の問題は、中
山間地域に限定した問題ではなくなりつつ
ある。今日、都市部においても高度成長期
に急速に流入した世帯の高齢化などにより、
地域コミュニティの果たすべき役割が再び
注目を集めるようになってきている。コミ
ュニティの活力維持の問題は、大都市圏に
とっても「他山の石」ではなくなりつつあ
る。高度成長期の大幅な人口流動が、都市
部にも中山間地域にもコミュニティ維持の
問題を投げかけつつある今日、事例研究、
さらには、より実証的な研究の蓄積等を通
じて、持続可能性のある地域づくりのため
の処方箋を、より的確に描いていくことが
求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
